
           

 

 

 

 

令和２年度青森市地域密着型サービス事業者公募要項（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年６月 

青森市福祉部介護保険課 

 

 

資料３ 



1 

 

１ 公募の概要 

青森市では、「青森市高齢者福祉・介護保険事業計画第 7期計画（平成 30～32 年度）」（以下 

「第 7期計画」という。）に基づき、地域密着型サービスの基盤整備を進めています。 

本公募は、整備予定の地域密着型サービスについて第 7期計画に基づき、指定予定事業者を 

選定するために行うものです。 

 

２ 公募する地域密着型サービス 

令和２年度に公募する地域密着型サービスの種類は、次のとおりです。 

（１） 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

ア 整備数 ：４施設 

イ 公募圏域：５圏域、６圏域及び９圏域を除く圏域 

（１圏域～４圏域、７圏域、８圏域、１０圏域、１１圏域） 

（２） 認知症対応型共同生活介護（2ユニット） 

ア 整備数 ：１施設 

イ 公募圏域：３圏域、５圏域、６圏域及び９圏域を除く圏域 

（１圏域、２圏域、４圏域、７圏域、８圏域、１０圏域、１１圏域） 

（３） 小規模多機能型居宅介護 

ア 整備数 ：３事業所 

イ 公募圏域：７圏域を除く圏域 

（１圏域～３圏域、４圏域～６圏域、８圏域～１１圏域） 

（４） 看護小規模多機能型居宅介護 

ア 整備数 ：１事業所 

イ 公募圏域：５圏域を除く圏域（１圏域～４圏域、６圏域～１１圏域） 

 

３ 留意事項 

（１）小規模多機能型居宅介護事業所の整備方針 

小規模多機能型居宅介護については、昨年度までに選定された事業者により整備済み又 

は整備予定の事業所を含め、1 つの圏域に 2 事業所まで整備することができるよう指定予 

定事業者を選定します。 

    この場合、同圏域での 2 件目の事業所は、既に整備済みの事業所や整備予定の事業所か

ら一定の距離（直線距離で 1ｋm 以上）を置くものとしますので、別紙 2「小規模多機能型

居宅介護事業所一覧」に記載している整備済みの事業所や昨年度までの公募により整備予

定の事業所と同一の圏域に応募する場合は、これらの事業所の場所との距離を確認した上

で応募してください。 

（２） その他 

ア 同一法人が、複数のサービスや同一のサービスで複数の圏域に応募することも可能で 

す。 
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イ １つの応募申込書を用いて、複数のサービスや複数の圏域に応募することはできませ 

ん。 

ウ 圏域は、施設や事業所を整備する住所が属する日常生活圏域であり、別紙 1-1「日常 

生活圏域所在地別一覧表」、別紙 1-2「日常生活圏域所在地（圏域別）一覧表」をご覧

ください。 

 

４ 施設整備等に係る補助金について 

指定予定事業者の施設整備等に係る経費については、県の医療介護総合確保基金を活用し、

市が補助金を交付する予定ですが、現時点では補助制度の詳細が確定していないため、選定を

もって補助金の交付を保証するものではありません。 

事業が不採択となった場合や整備予定年度（令和 3年度）内に整備が完了しない場合には、 

補助金を交付できない場合があります。 

【参考：令和元年度】 

（１）施設整備費補助（建物整備に対する補助金） 

ア 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 133,736 千円以内 

イ 認知症対応型共同生活介護 34,560 千円以内 

ウ 小規模多機能型居宅介護 34,560 千円以内 

エ 看護小規模多機能型居宅介護 34,560 千円以内 

 （２）施設開設準備経費補助（開設に必要な備品等の補助） 

ア 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 23,200 千円以内 

イ 認知症対応型共同生活介護 14,400 千円以内 

ウ 小規模多機能型居宅介護 7,200 千円以内 

エ 看護小規模多機能型居宅介護 7,200 千円以内 

 

 

５ 公募スケジュール 

（１）公募の告知 

令和 2年 6月 1日号「広報あおもり」に掲載 

令和 2年 6月 1日（月）から「青森市ホームページ」に掲載 

（２）公募要項 

ア 配布期間 ： 令和 2年 6月 1日(月)～令和 2年 8月 31 日(月) 

イ 配 布 等 ： 市のホームページに掲載しますので、必要に応じてダウンロードし 

てください。 

青森市介護保険課（事業者チーム）においても配布します。 

（青森市新町 1丁目 3番 7号 駅前庁舎１階窓口番号 20） 

（３）公募説明会 
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    ア 日  時 ： 令和 2年 6月 11 日(木) 15：00～16：30 

イ 場  所 ： 駅前庁舎 4階 福祉部会議室 

（４）応募に関する質問 

ア 受付期間 ： 令和 2年 6月 12 日(金)～令和 2年 6月 26 日(金)午後 6時締切 

※受付期間終了後の質問にはお答えできませんので、ご注意くださ 

い。 

イ 質問方法 ： 青森市介護保険課事業者チームまで、質問票（様式 16）を FAX 又は

電子メールで提出してください。 

※電話や口頭での質問は受け付けません。 

ウ 回答方法 ：  FAX 又は電子メールで回答するとともに、必要に応じて市のホーム

ページに掲載します。 

（５）応募書類の受付 

ア 受付期間 ： 令和 2年 8月 17 日(月)～令和 2年 8月 31 日(月) 

(ただし、土・日を除く午前 8時 30分～午後 6時) 

※厳守のこと 

イ 受付方法 ： 青森市介護保険課事業者チームに持参してください。 

※応募書類は、郵便等での受付はいたしません。 

ウ 提 出 物 ： 応募書類一式を正本・副本各 1部（副本はコピー可） 

応募書類のうち様式 1～様式 15は Excel データ［xlsx 形式で］でも 

提出してください（Excel データは印影不要）。 

（データの提出は CD-R（W）とし、返却しません。） 

※記載様式は、市のホームページからダウンロードしてください。 

（６）選考等日程 

ア 一次審査（書類審査、二次審査事業者選考）： 令和 2年 10月（予定） 

イ 二次審査（業務提案、質疑応答、指定予定事業者選考）： 令和 2 年 11 月（予定） 

ウ 選定結果通知： 令和 2年 11月（予定） 

 

６ 応募要件 

（１） 「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」への応募者は、青森市内に事務所を置

く社会福祉法人（応募時において、社会福祉法人の設立認可に係る基本条件を確実に満

たすことが見込まれる者を含む。）であること。 

（２） 「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」以外への応募者は、青森市指定地域密

着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例第 3条のとおり

であり、青森市内に本社又は支店、営業所等を有していること。 

（３）整備及び事業の運営を直接行う事業者であること。 

（４）社会福祉法人においては、応募申請について理事会で承認されていること。 
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（５）応募に当たっては、指定や事業運営に必要な介護保険法、建築基準法、消防法、農地法 

等の関係法令を遵守する見込みであること。（※特に、農業振興地区等においては、整備 

年度内に開発行為を行うことができない場合がありますので、事前に担当部局にご確認 

ください。） 

（６）土地、建物については、事業を実施する事業者の所有であることが望ましいが、取得等 

が見込まれる場合も可とする。建て貸しは不可とするが、土地については、事業開始後 

少なくとも 30年間以上の賃貸借契約が締結され、地上権又は賃借権を設定し登記する 

場合に限り可とする。（申請書類の様式 14、様式 15にて売買（賃貸）にかかる誓約書を 

提出すること。） 

なお、自己所有及び賃貸に関わらず、登記簿等において事業に供する目的以外に建物存

続の支障となりえるような権利義務関係がないこと。 

（７）令和 3年度中に施設等の整備が完了し、令和 4年度中までにサービスの提供が見込める 

こと。 

（８） 市街化調整区域に施設の新設等を計画する場合は、青森市都市整備部との開発協議を事

前に行うなど、実現可能な応募申請書として提出すること。 

（９） 介護保険法第 78 条の 2 第 4 項（指定地域密着型サービス事業者の指定に係る欠格事項）、

介護保険法第 115 条の 12 第 2 項（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に係る

欠格事項）の規定に抵触しないこと。 

（10）応募の日から起算して過去 5 年以内に、法令等に基づく改善命令、効力停止及び指定取

消の処分を受けていないこと。 

（11）市税・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

（12）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167 条の 4の規定により、青森市から指

名停止措置を受けていないこと。 

（13）地方自治法第244条の2第11項の規定による指定の取消を受けたことがないこと（青森市の

取消に限定しない。）。 

（14）会社更生法（平成 14年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11年法律第 225 号）等の規定

に基づき更生又は再生手続をしていないものであること。 

（15）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2

条第 1項第 2号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員

を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から 5年を経過しない者の統制の下に

ない団体であること。 

 

７ 応募書類 

応募者は、次により応募書類を提出してください。 

なお、提出書類は、理由の如何を問わず返却いたしませんので、予めご了承ください。 

  提出書類は、次の体裁で整えてください。 

 ア 書類は、様式 1「応募申請に関する提出書類一覧」の順に並べてください。 

   イ 提出書類ごとに文字表記のインデックスを付けてください。 

   ウ 書類は A4 サイズを基本とします。ただし、平面図等で A3 サイズとなる場合は、A4 サ

イズに合わせて折り畳んでください。 
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（提出例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 地域密着型サービス事業者の審査・選定方法 

（１）審査及び選考基準 

ア 審査は、一次審査及び二次審査とし、二次審査に基づき指定予定事業者を選考しま

す。 

イ 審査及び選考は、「青森市地域密着型サービス等運営審議会」が行います。 

ウ 一次審査の選考基準は、別紙 3「青森市地域密着型サービス事業者一次審査選考基

準」のとおりとします。 

エ 一次審査の結果は、一次審査後、全応募者に文書で通知します。 

オ 「青森県介護サービス事業所認証評価制度」により適正な事業運営及び職員処遇等

に取り組む介護サービス事業所として青森県が認証した事業者については、二次審

査において、これを評価の参考の１つとします。 

（２）事業者の選定及び通知 

ア 指定予定事業者の選定は、同審議会の選考結果に基づき市長が行います。 

イ 選定結果は、二次審査の対象となった応募者に対し文書で通知します。また、市の

ホームページで公表します。 

（３）その他 

 二次審査の選考後に辞退があった場合は、次点の事業者等を新たに選考し選定するこ

とがあります。  

 

 

９ 補助金交付決定及び事業者指定について 

（１） 施設整備費補助金及び施設開設準備経費補助金の交付申請の受理及び交付決定は、令和

3年度を予定しています。 

（２） 介護保険法に基づく指定は、令和 4年度までに行う予定です。 

（３） 選定後の権利譲渡は、認めません。 

（４） 指定申請時において指定基準を満たしていない場合や、指定申請内容が応募内容と異

応

募

申

請

提
出
書
類

一

小規模多機能型居宅介護 

圏域 

法人名 

左側で綴じる 
文字表記のインデッ

クス 
令和2年度 

青森市地域密着型 

サービス事業者応募書
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なり審査結果が大きく変わると思われる場合、応募内容が虚偽である場合には指定し

ません。 

 

10 その他応募に関する留意事項 

（１）基準の遵守 

応募者は、本要項に記載した諸条件のほか、各種法令等を遵守してください。 

 

 

 

 

（２）申請に対する費用負担 

応募にかかる費用は、応募者の負担とします。 

（３）提出資料の変更の禁止 

受理した書類については、軽微な修正を除き、内容の変更は認めません。 

（４）虚偽の記載をした場合 

ア 提出された書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

イ 指定予定事業者に選定された後においては、原則として、応募時の内容を変更するこ

とは認められません。 

（５）追加資料の提出等 

提出された応募申請書の内容について確認が必要とされた場合、追加資料の提出を求

めたり、聞き取りなどを行う場合があります。 

（６）提出書類の取扱い 

ア 受理した書類は、理由の如何に関わらず返却はいたしません。 

イ 提出された書類は地域密着型サービス事業者の審査及び選定以外の目的には使用い

たしません。ただし、青森市情報公開条例第 7 条の定めにより、不開示情報（個人

情報や法人等の利益を害する恐れがある情報）を除き、開示の対象となります。 

（７）個別相談等に係る問い合わせの禁止 

公募の公平性を期するため、応募に係る個別の相談等に係る問い合わせの受付はいた

しません。 

（８）応募辞退について 

ア 応募受付後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出していただきます。 

イ 指定予定事業者に選定された通知を受取った後に辞退した場合は、補助金が不交付

となったことによる辞退を除き、当該事業者に係る全ての選考及び選定を無効とす

応募する前に「青森市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例（平成 25 年条例第 10 号）」、「青森市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準等を定める条例（平成 25 年条例第 11 号）」を精読し、内容等を十分確認してください。 
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るとともに、令和 3 年度に実施する予定の青森市地域密着型サービス事業者の公募

に応募することはできません。  

（９）施設等整備完了及びサービス提供時期の遅延について 

自然災害その他事業者の責めに帰することができない理由により、施設等の整備の完

了及びサービスの提供時期が遅延することが予想される場合は、本市と協議の上、施設

等の整備の完了及びサービスの提供時期の変更が認められる場合があります。 

（10）要項及び様式について 

「令和 2年度青森市地域密着型サービス事業者 公募要項」及び関係記載様式について

は、市のホームページに掲載します。 

（11）運営評価について 

選定された事業者については、事業開始後に、青森市地域密着型サービス等運営審議会

において、運営状況について評価をする予定です。 

 

11 問合先 

担  当   青森市福祉部介護保険課 事業者チーム【担当】田村 

住  所   〒030-0801 青森市新町 1丁目 3番 7号 

電話番号   ０１７－７３４－５２５７（直通） 

F AX 番号   ０１７－７３４－５３５５ 

E メ ー ル   kaigo-hoken@city.aomori.aomori.jp 

 


